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第12回 産業構造審議会 製造産業分科会



その他
工事事業者等

わが国のセメント産業の位置づけ
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セメント産業は、主原料である石灰石をすべて純度の高い国内鉱山から入手でき、主原料
を輸入に依存せず製品を供給できる数少ない産業であると同時に、道路、橋梁や住宅等の
建設や防災・復旧工事に不可欠な資材を提供し、建設業のサプライチェーンの上流で我が
国のインフラを支える産業である。

セメント製造業

生コンクリート製造業

コンクリート製品製造業

建設業

総出荷額：108兆円
従業員数：369万人

総出荷額：1.3兆円 従業員数：3.9万人

総出荷額：0.8兆円 従業員数：3.3万人

総出荷額：0.4兆円 従業員数：0.9万人

総出荷額：0.5兆円
従業員数：0.5万人

出典：2019年工業統計表(概要版)、

2016年経済センサス

セ
メ
ン
ト
出
荷
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（出所）「トランジションファイナンス」に関するセメント分野における技術ロードマップ

(参考)国内セメント工場の立地状況－地域経済への貢献

国内セメントメーカーは17社。
全国に良質な石灰石鉱山があるため、セメント工場も全国に立地している。石灰石鉱山に近
接する山間部、ならびに輸送を考慮した臨海部などに30工場が点在。地域経済や産業廃棄物
や災害廃棄物の受入れの点などから、点在することによって各地域に貢献している。



セメント産業の状況変化
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セメント販売は1996年をピークに現在はその半分程度まで減少。内需縮小と原材料・
人件費のコスト増などが要因ではあるが、昨今の自然災害等を起因とする国土強靱化対
策や老朽化したインフラの維持確保という観点からセメント・コンクリートの国内での
安定供給といった社会的要請が徐々に高まりつつある状況。
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高炉スラグ 6,981千t製鉄所

石炭灰 7,286千t火力発電所

鋳物工場鋳物砂 336千t

汚泥、スラッジ 2,950千t下水処理場等

副産石こう 2,032千t火力発電所等

建設発生土 1,241千t建設現場

1,482千tごみ焼却場等

非鉄鉱さい等 725千t精錬所

木くず 437千t建設現場等

製鉄所製鋼スラグ 364千t

各種工場等廃プラスチック 746千t

製油所等廃油 245千t

食品工場廃白土 260千t

製油所再生油 282千t

自動車整備工場廃タイヤ 69千t

飼料工場肉骨粉 71千t

合計

26,155千t

(2020年度)

セメント工場

都市ごみ焼却灰、燃え
がら、ばいじん、ダスト

様々な産業や自治体から排出される廃棄物・副産物をセメント原料、代替エネルギーとして使用しており、
セメント1tあたり468ｋｇの廃棄物を利用している。

熱エネルギー代替として使用

原料代替として使用

わが国のセメント産業の役割：循環型社会形成への貢献

セメント産業は、日本の廃棄物総量の5％（循環利用の10％）をセメント製造に利用して
処理し、わが国のサーキュラーエコノミーの中核産業として社会的責任も果たしている。



2004年以降の災害廃棄物の受入れ処理
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わが国のセメント産業の役割：災害廃棄物の処理支援

セメント工場で受入れた近年の水害により
発生した各種災害廃棄物

セメント産業は、各種産業廃棄物と共に災害時に発生する災害廃棄物を受入れ、セメント製造
の原料やエネルギーの一部として利用し、被災地の早期の復旧・復興を支援している。
特に、東日本大震災における大規模な処理実績以降、その役割は重要性を増し、最近の風水害
の頻発・激甚化や大規模地震の想定に鑑みれば、セメント産業に寄せられる期待は大きい。



セメント製造プロセスとエネルギー
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セメント産業は工場を常時稼働させる装置産業であり、各工程で大量の電気・熱エネル
ギーが必要。そのため、1450度での焼成工程で得られる余熱を用いての発電や、原料
の予熱・乾燥等により効率的なエネルギー利用を行っているのも特徴。

約1450℃でクリン
カを焼成 <熱>

クリンカの外観

原料を粉砕 <電力>

クリンカを粉
砕 <電力>

送風により1450℃⇒150℃に急冷
却し、クリンカを製造 <電力>

けい石

粘土、

鉄原料、

その他

原料工程 焼成工程 仕上げ工程

熱 1％ 7９％ ０％

電力 6％ 7％ ７％

＜各工程で使用するエネルギー割合＞

※使用電力の内訳
自家発電65％：購入電力35％

エネルギーの
86％を利用
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CO2排出
※CaCO3→CaO＋CO2

約４０％約６０％プロセス由来
（石灰石由来(脱炭酸※)）

エネルギー由来
(化石エネルギー・電力消費)

セメント産業からのCO₂排出の内訳

主原料の石灰石の脱炭酸反応によりプロセス由来CO2が必然的に排出する。一方、焼成工程
では1450℃の高温焼成が必要なため、その熱エネルギーとして主に石炭を利用しており、
エネルギー由来CO2も多く排出する。その割合は、プロセス由来のCO2が6割、エネルギー
由来CO2が４割。総排出量は、わが国の二酸化炭素総排出量(約11億t)※の約4％を占める
(2019年度)。

※日本国温室効果ガスインベントリ報告書（NIR)－2021年度4月版，ｐ.2-3



脱炭素社会を目指すセメント産業の長期ビジョン
2020年3月、2050年の長期目標(温室効果ガス80％削減)や最終到達点としての「脱炭素社
会」の実現に向けた「脱炭素社会を目指すセメント産業の長期ビジョン」を策定・発表。
2022年3月目途で、2050年カーボンニュートラルの実現に向けた長期ビジョンに改訂予定｡

脱炭素社会を目指すセメント産業の長期ビジョン（抜粋）

１．本ビジョン策定経緯及び狙い ４．目指すべき対策の方向と克服すべき課題

２．広義の国内需要量 目指すべき対策の多くは、克服すべき困難な課題を抱えており、その実現には
2050年における広義の国内需要量（セメントの官需、民需、セメント系 「非連続なイノベーション」が不可欠。
固化材）は3,400万ｔ～4,200万ｔ程度と予想。 ・クリンカ比率の低減 ・投入原料の低炭素化 ・省エネルギーの推進

・鉱化剤使用等による焼成温度低減 ・使用エネルギーの低炭素化
３．セメント産業の果たすべき役割 ・低炭素型新材料の開発
（略）セメント産業は将来的にも次のような役割を果たしていく ・二酸化炭素回収・利用・貯留(CCUS)への取り組み
[基礎素材の供給者]、[循環型社会形成への貢献]、[地域経済への貢献]、 ・供用中の構造物及び解体コンクリートによる二酸化炭素の固定(吸収)
[災害廃棄物処理への貢献] ・コンクリート舗装の推進による重量車の燃費向上に伴う二酸化炭素低減

目指すべき対策の方向と課題

・更なる省エネ設備の導入
・エネルギー代替廃棄物の利用増
・エネルギー転換（燃料の量の確保、価格、インフラ整備） 等

・クリンカ比率の低減（製品性能への理解、廃棄物処理量確保）
⇒省エネ型セメント(クリンカ比率を低減し、廃棄物処理量を維持)の実
機での試製を行い、性能確認を行っている。

・石灰石代替となる廃棄物や廃コン等の利用増（成分、回収システム）等

・CO2回収・利用技術の確立（回収コスト減、廃コン等のCa源の確保等）等

バリューチェーンにおける削減への貢献

1.エネルギー由来CO2の削減

2.プロセス由来CO2の削減

3.新たな技術開発

9
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セメント産業ではCCUSなどの研究開発に取り組む一方で、現在の技術では完全な排出削減
は困難であり、継続的な研究開発の実施と、更なるイノベーションが必要と考える。
2021年6月に改訂された、2050年カーボンニュートラルに向けた政府の「グリーン成長戦
略」において、コンクリート・セメント分野では、「製造プロセスにおけるCO₂回収技術の
設計・実証」、「多様なカルシウム源を用いた炭酸塩化技術の確立」が位置づけられた。
具体的には、製造過程で石灰石から必然的に発生するCO2を効果的に回収し、回収したCO2
と産業廃棄物である廃コンクリート等でセメント原料化に取り組むもの。また、回収CO2は
コンクリートへの固定化も進めることで、国内の建設業、セメント産業全体で、持続可能な
循環経済システムの確立に向けた取組を進めることとしている。

グリーン成長戦略：セメント産業のCNに向けた今後の対策

GI基金事業におけるコンクリート・セメント分野の取組みの全体像I



発電所

製鉄所

ゴミ焼却施設

構造物解体現場CO2鉱物固定化

CO2リサイクル

カルシウムリサイクル

CO2

カルシウムを含む廃棄物

・焼却灰

・スラグ

・廃コン等

炭酸カルシウム

セメント原料、混合材利用

排ガスからのCO2

＋

産業廃棄物から抽出したカルシウム

↓

CO2鉱物固定化

〔再利用〕

革新的カーボンリサイクルプロセス

セメント工場

他産業フィラー利用

排ガス
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セメント産業の脱炭素に向けた各社の足下の取組み（プロセス由来CO₂）

セメント産業のカーボンニュートラルの実現に向けては革新的な技術が必要。プロセス由来CO2対策とし
て回収したCO2利用等に関する技術開発が会員会社において進められている。

太平洋セメント(株)(NEDO助成事業)炭素循環型セメント製造プロセス技術開発

本事業のコンセプト CO2分離・回収設備炭酸化反応装置

(NEDO委託事業)カルシウム含有廃棄物からCa抽出及びCO2鉱物固定化技術 住友大阪セメント(株)、山口大学、九州大学

CO2を多様なカルシウム含有廃棄物から抽出した
カルシウムとの反応で鉱物固定化し利用する⾰
新的カーボンリサイクルプロセスを構築するた
めの基盤技術を開発。2030年の実用化を目指し、
産学連携で技術開発を進め、CO2排出削減への貢
献と共に、カーボンリサイクルという新しい産
業の創出に取り組む。

事業全体図

プロセス由来CO2の排出削減に向けて、
キルン排ガスからのCO2分離・回収および
回収したCO2をセメント・コンクリート系
材料へ固定化する実証実験を進めている。
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製造プロセスからのCO2回収のため、焼成炉の前段であるプレヒータ―からCO2を直接回収
する技術の確立を目指す。今後、既存のNSPキルンとのレトロフィットにより低コストで
効率的にCO2を回収する製造プロセスの開発を進める。
また、回収したCO2と廃コンクリート等を原料として、石灰石の代替となる炭酸塩の生成技
術及びカーボンリサイクルセメント製造技術の開発を進める。
二つの技術によりセメント製造プロセスにおけるCO₂リサイクルモデルの開発を実施する。

製造プロセスの転換に向けた今後の取組（GI基金事業）

CO2回収型セメント製造プロセスの概念図
(太平洋セメント(株))

多用なカルシウム源を用いた炭酸塩化技術の確立の
事業イメージ(住友大阪セメント(株))
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宇部興産(株)、大阪大学(内閣府SIP事業)セメント製造のバーナーをアンモニアに転換する技術開発

ロータリーキルン内のバーナーの熱エネルギーをアンモニアに置き
換え、化石燃料から生じるエネルギー由来CO2削減技術の確立を目
指す。

〇実験装置にて重油とアンモニアを混焼させてクリンカ焼成を
行い、得られたサンプルの品質を評価するとともに、シミュ
レーションにより実機でアンモニア混焼した場合の影響予測
を実施。

〇実験装置レベルではアンモニア混焼の割合を30％まで増加させ
ることを達成しており、実機プラントでの運転条件確立を目指す

混焼実験装置

キルン内シミュレーション結果

工場稼働エネルギーの燃料転換（メタネーションによる合成メタンの利用）三菱マテリアル(株)

セメント産業の脱炭素に向けた各社の足下の取組み（エネルギー由来CO₂）

エネルギー由来CO2の完全な削減にも革新的技術が必要であり会員会社で技術開発が進められている。

工場排ガスのリサイクル概念図

分離回収試験装置

セメント工場の排ガスからCO2を
分離回収し、回収したCO2と水素
から合成メタンを製造する技術、
およびその合成メタンを脱炭素燃
料として活用する技術の開発が進
められている。

セメント製造工程CO2

メタン合成
(メタネーション)

カーボンニュートラル
メタン(合成メタン)

既存ライン

CO2
分離回収

水素

化石由来
熱エネルギー(石炭等)
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セメント産業では、セメント焼成用のキルンの熱エネルギー及び自家発電の燃料として石炭を
始めとした化石系のエネルギーを利用しており、その転換が求められる。
安定電源確保のため自家発電は必要で、廃熱発電の利用と共に、火力発電では既にバイオマス
等の混焼による再生可能エネルギーへの転換が一部進められている。
また、将来に向けて、キルンの熱エネルギーの転換についてもアンモニア等の脱炭素燃料を用
いる技術開発等が行われているが、更なる取組をセメント産業全体で進める必要がある。

エネルギー由来CO2削減に向けた今後の取組

栃木工場バイオマス発電設備
（住友大阪セメント(株)）

自家発電のバイオマス利用

キルン内部 CNに向けて、将来的にはゼロエミ
ッション化を目指す必要がある。

焼成用エネルギー

省エネ推進、エネル
ギー代替廃棄物使用
割合の増加を進めつ
つ、CNに向けて、水
素・アンモニア等の
混焼により低炭素化
を目指す。

青海工場バイオマス発電設備
（デンカ(株)）



１．安定・安価なエネルギー供給
・将来的なエネルギー転換に向けバイオマス、水素、アンモニア等の導入を検討する必要が
ある。導入に向けては必要量の確保や、競争力のある価格での供給、安定供給のためのイ
ンフラ整備などの外部条件の整備が欠かせない。クリーンエネルギーを容易に利用可能と
なる外部条件の整備に向けた支援をお願いしたい。

２．CNに向けた製造プロセス等、CCUS改善にかかる研究開発・社会実装支援
・CNに向かうにあたり、引き続きエネルギー合理化支援で取組んでる高効率技術への支援
を継続・拡大をお願いしたい。

・GI基金事業など研究開発の社会実装を進めるため、導入コスト低減等のための支援をお願
いしたい。また、CCUSや、メタネーションといったCO2の固定や利用に有望な取組の深
化のため、必要な研究開発並びに関連設備の実装に必要なCAPEX/OPEXへの支援をお願
いしたい。
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セメント産業は、現時点で経済的・性能的にセメントの代替となりうるものがない中、社会

活動/市民生活を維持する上で、産業廃棄物や災害廃棄物などを原料や燃料等に利用して循

環型社会形成に貢献しながら構造物の高い安全性を確保しつつ、日本経済の基盤を支え、社

会システムを維持する国内産業として必要。

CO2を多く排出する側面のみで多大な負担をセメント産業のみで負うと国際競争力の低下、

ひいては循環型社会の形成が困難になるため、社会全体での負担のあり方について議論する

必要があると考える。ついては以下を要望する｡

政策支援強化の必要性①



３．自家発電の燃料転換に向けた支援
・安定的なセメント製造のために自家発電は必要不可欠であり、燃料の低炭素化、脱炭素化に
向け、企業の設備投資を後押し頂けるよう、複数年での支援が明確とする基金事業なども含
めて、設備投資ならびに前出1.の外部条件整備への支援及び制度設計の検討をお願いしたい
。

４．資源循環に向けた支援
・GI基金事業の社会実装に必要な廃棄物の確保のため、廃コンクリートといった建設廃材や産
業廃棄物のリサイクル推進を円滑に進める必要であり、関係省庁による政府横断的な体制を
基本として、関係業界と連携するための資金面並びに制度面での支援をお願いしたい。

５．人材育成
・製造現場を支えてきた現場のプロフェッショナル人材のみならず、CNに向けての新たな資
源の発掘、低炭素な原料開発に長けた人材等が今後の競争力の源泉であり、リカレント教育
、教育機関での専門人材の育成が必要。関係省庁とも連携した政府全体での取組をお願いし
たい。

６．カーボンプライシングに関する要望
・セメント産業のように現時点では代替手段が存在しない産業においては、カーボンニュート
ラルに向けての最大のポイントは”他国に先駆けてイノベーションを実現すること”であり、
その技術開発や設備実装には莫大な投資が必要になる。これら必要な原資が短期的なオフセ
ットに費やされる事がないように制度設計をお願いしたい。
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